
国立大学法人大分大学の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1 役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ②令和４年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
実績を含む。）

③ 役員報酬基準の内容及び令和４年度における改定内容

役員の給与は、本給、調整手当、広域異動手当、通勤手当、単身赴任手当及び期末特別手当から

構成されている。令和4年度において、学長には、国立大学法人大分大学役員給与規程に則り、

本給（965,000円）に、通勤手当を加算し算出している。期末特別手当についても、同規程に則

り本給月額及び本給月額に100分の20を乗じて得た額並びに本給月額に100分の25を乗じて得た額

の合計額を基礎として、これに100分の137.5を乗じ、さらに基準日以前6か月以内の期間におけ

るその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

令和4年度においては、給与水準の見直しのため、期末特別手当の支給率の引下げ（年間0.10月

分減）を実施した。

役員の給与は、本給、調整手当、広域異動手当、通勤手当、単身赴任手当及び期末特別手当か

ら構成されている。令和4年度において、理事には、国立大学法人大分大学役員給与規程に則り、

本給（635,000円～818,000円）に、調整手当、通勤手当、単身赴任手当を加算し算出している。

期末特別手当についても、同規程に則り本給月額及びこれに対する調整手当及び広域異動手当

の月額に、本給月額及びこれに対する調整手当及び広域異動手当の月額に100分の20を乗じて得

た額並びに本給月額に100分の25を乗じて得た額の合計額を基礎として、これに100分の137.5を

乗じ、さらに基準日以前6か月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た

額としている。
令和4年度においては、給与水準の見直しのため、期末特別手当の支給率の引下げ（年間0.10月
分減）を実施した。

本給において、役員の職務の困難度、実績等を勘案して必要と認める場合は、学長は、経営協議会の議を経て、役員

別に規定されている号給の範囲を超えて本給を決定することとしている。

期末特別手当（ボーナス）において、国立大学法人評価委員会が行う業績評価及び業務に対する貢献度等を総合的に

勘案して、学長が、経営協議会の議を経て、標準支給額の100分の10の範囲内で増額又は減額できることとしている。

なお、令和4年度は増額又は減額での支給はなかった。

非常勤役員の給与は、国立大学法人大分大学役員給与規程に則り、非常勤役員手当及び通勤手

当から構成されており、理事にあっては月額300,000円に通勤手当を加算し算出している。

役員の給与は、本給、調整手当、広域異動手当、通勤手当、単身赴任手当及び期末特別手当か

ら構成されている。令和4年度において、国立大学法人大分大学役員給与規程に則り、本給

（635,000円）に、通勤手当を加算し算出している。期末特別手当についても、同規程に則り本

給月額及び本給月額に100分の20を乗じて得た額並びに本給月額に100分の25を乗じて得た額の

合計額を基礎として、これに100分の137.5を乗じ、さらに基準日以前6か月以内の期間における

その者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

令和4年度においては、給与水準の見直しのため、期末特別手当の支給率の引下げ（年間0.10月

分減）を実施した。

非常勤役員の給与は、国立大学法人大分大学役員給与規程に則り、非常勤役員手当及び通勤手

当から構成されており、監事にあっては月額100,000円に通勤手当を加算し算出している。

当該法人の主要事業は教育・研究事業である。役員報酬水準を検討するに当たって、他の国立大学法人、国家公務員、

類似事業を実施している民間法人や独立行政法人等のほか、国・地方公共団体が運営する教育・研究機関のうち、常

勤職員数（当該法人2,009人）や教育・研究事業で比較的同程度と認められる、以下の法人等を参考とした。

(1)国立大学法人宮崎大学･･･当該法人は、同じ国立大学法人として教育・研究事業を実施している（常勤職員数

1,819人）。公表資料によれば、令和3年度の長の年間報酬額は16,014千円であり、公表対象年度の役員報酬規則に記

載された俸給等を勘案すると、約15,254千円と推定される。同様の考え方により、理事は約12,930千円～約13,419千

円、監事は約11,245千円と推定される。

(2)事務次官年間報酬額･･･23,374千円
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２ 役員の報酬等の支給状況
令和4年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

15,547 11,580 3,847 120 （通勤手当） ※

千円 千円 千円 千円

13,128 9,816 3,261 50 （通勤手当） ※

千円 千円 千円 千円

13,033 7,620 2,951
1,524

912
26

（調整手当）
（単身赴任手当）

（通勤手当）
R4.4.1 ◇

千円 千円 千円 千円

12,251 9,132 3,034 85 （通勤手当） ※

千円 千円 千円 千円

13,846 9,132 3,034
300

1,295
85

（外部資金獲得手当）

（競争的研究費等

業績手当）

（通勤手当）

R5.3.31 ※

千円 千円 千円 千円

5,383 3,805 1,517 61 （通勤手当） R4.8.31

千円 千円 千円 千円

3,650 3,600 0 50 （通勤手当） ※

千円 千円 千円 千円

10,202 7,620 2,532 50 （通勤手当） ※

千円 千円 千円 千円

1,277 1,200 0 77 （通勤手当）

注1：総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。
注2：「前職」欄の「◇」は役員出向者、「※」は独立行政法人等の退職者であることを示す。
注3：「調整手当」とは、就任直前に、民間の賃金水準が本法人より高い地域に在勤していた役員に支給

しているものである。
注4：「外部資金獲得手当」とは、一定の期間内に獲得した間接経費の金額が基準額以上となった職員に

対し支給しているものである。
注5：「競争的研究費等業績手当」とは、研究代表者等の希望に応じて競争的研究費等の直接経費から

当該研究代表者等の人件費を充当したことにより生じた人件費相当財源を原資として、その一部を
研究代表者等へのインセンティブとして支給しているものである。

３ 役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】

法人の長

役名

B監事
（非常勤）

E理事

Ｆ理事
（非常勤）

法人の長

A理事

B理事

D理事

前職

C理事

就任・退任の状況

A監事

その他（内容）

大分大学は、人間と社会と自然に関する教育と研究を通じて、豊かな創造性、社会性及び人間

性を備えた人材を育成するとともに、教育・研究・医療・社会連携への取り組みを通して特色

ある大学づくりを目指し、総合大学としての機能の高度化や「地の拠点」としての役割を果た

すことを目標に、地域のニーズを踏まえた教育研究組織の見直し、ガバナンス改革を学長の

リーダーシップのもとで推進している。そうした中で、大分大学の学長は、法人を代表しその

業務を総理するとともに、校務を司り、所属職員を統督して、経営責任者と教学責任者の職務

を同時に担っている。

学長の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬33,315千円と比較した場合、

それ以下であり、また、事務次官の年間給与額23,374千円と比べてもそれ以下となっている。

大分大学では、学長の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職俸給表の俸給月額を踏まえ

て決定しているが、学長の職務内容の特性は上記のとおり法人化移行前と同等以上であると言

える。こうした職務内容の特性等を踏まえると、学長の報酬水準は妥当であると考えられる。
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理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

【文部科学大臣の検証結果】

大分大学の理事は、『企画・戦略，医療・病院』、『総務，財務，広報』、『教育，入試，学
生・留学生支援』、『研究，社会連携，産学連携』、『法務，コンプライアンス』、そして
『高大接続，附属学校』というそれぞれの職務において、学長を補佐し、法人の業務を掌理す
る。また、学長に事故があるときはその職務を代理し、学長が欠員のときはその職務を担って
いる。理事の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬33,315千円と比較し
た場合、それ以下であり、また、事務次官の年間給与額23,374千円と比べてもそれ以下となっ
ている。

大分大学では、理事の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職俸給表の俸給月額を踏まえ

て決定しているが、こうした職務内容の特性等を踏まえると、理事の報酬水準は妥当であると

考えられる。

大分大学の監事は、国立大学法人大分大学の業務を監査し、財務及び会計の適正を期するとと

もに、業務の適法かつ合理的な運営を図る職務を担っている。監事の年間報酬額は、人数規模

が同規模である民間企業の役員報酬33,315千円と比較した場合、それ以下であり、また、事務

次官の年間給与額23,374千円と比べてもそれ以下となっている。

大分大学では、監事の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職俸給表の俸給月額を踏まえ

て決定しているが、監事の職務内容の特性を踏まえると、監事の報酬水準は妥当であると考え

られる。

大分大学の理事は、『企画・戦略，医療・病院』、『総務，財務，広報』、『教育，入試，学
生・留学生支援』、『研究，社会連携，産学連携』、『法務，コンプライアンス』、そして
『高大接続，附属学校』というそれぞれの職務において、学長を補佐し、法人の業務を掌理す
る。また、学長に事故があるときはその職務を代理し、学長が欠員のときはその職務を担って
いる。
大分大学の非常勤理事の報酬は、その勤務形態等により手当として支給している。非常勤理事
の報酬額は、職員数や学部構成等が同規模の他の国立大学法人と同水準であることに加え、非
常勤理事の職責、勤務形態及び職務内容の特性等を踏まえると、非常勤理事の報酬水準は妥当
であると考えられる。

大分大学の監事は、国立大学法人大分大学の業務を監査し、財務及び会計の適正を期するとと

もに、業務の適法かつ合理的な運営を図る職務を担っている。

大分大学の非常勤監事の報酬は、その勤務形態等により手当として支給している。非常勤監事

の報酬額は、職員数や学部構成等が同規模の他の国立大学法人と同水準であることに加え、非

常勤監事の職責、勤務形態及び職務内容の特性等を踏まえると、非常勤監事の報酬水準は妥当

であると考えられる。

職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立大学法人、民間企業等との比

較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当であると考える。
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４ 役員の退職手当の支給状況（令和4年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

7,325 7 8 R4.8.31 -

千円 年 月

該当者なし

５ 退職手当の水準の妥当性について
【法人の判断理由等】

区分

【文部科学大臣の検証結果】

６ 業績給の仕組み及び導入に関する考え方

該当者なし監事

監事

法人の長

理事Ｅ

法人の長

法人での在職期間

判断理由

該当者なし

理事E

当該理事は、平成26年10月1日から平成26年12月31日までの3か月間、法務・コンプライアンス担当（非常勤）として、平成27年1月1日から令和

2年3月31日までの5年3か月間、法務・コンプライアンス担当として、令和2年4月1日から令和3年9月30日までの1年６か月間、法務、コンプライア

ンス、地域連携担当として、令和3年10月1日から令和4年8月31日までの11か月間、法務、コンプライアンス担当として、法務・訴訟に関する業

務、情報公開・個人情報保護に関する業務、労務に関する業務、研修に関する業務、内部統制に関する業務、コンプライアンスに関する業務な

どを所掌し、コンプライアンス研修により教職員のコンプライアンス意識の高揚を図るなど、本学の業務運営等に大きく貢献した。

これらの職務実績と国立大学法人評価委員会が行う業績評価の結果を勘案した上で、国立大学法人大分大学役員退職手当規程により退職手

当額を決定した。

本給において、役員の職務の困難度、実績等を勘案して必要と認める場合は、学長は、経営協議会の議を経て、役員

別に規定されている号給の範囲を超えて本給を決定することができることとしている。

期末特別手当（ボーナス）において、国立大学法人評価委員会が行う業績評価及び業務に対する貢献度等を総合的に

勘案して、学長が、経営協議会の議を経て、標準支給額の100分の10の範囲内で増額又は減額できることとしている。

在職期間における法人及び個人の業績などを考慮すると、役員の退職手当の水準は妥当であると考える。
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Ⅱ 職員給与について
１ 職員給与についての基本方針に関する事項

③  給与制度の内容及び令和4年度における主な改定内容

① 職員給与の支給水準の設定等についての考え方

② 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
の仕組み及び導入実績を含む。）

職員の給与水準を検討するに当たって、同規模（当該法人2,009人）の他の国立大学法人、国家公務員等の給与水準

を参考にした。

・国立大学法人宮崎大学・・・当該法人は同じ国立大学法人として教育・研究事業を実施している（常勤職員数

1,819人）。

・国家公務員・・・令和4年度国家公務員等給与実態調査において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均給

与月額は405,049円となっており、国家公務員全職員の平均給与月額は413,064円となっている。

・令和4年度職種別民間給与実態調査結果をもとに算出された民間給与の平均月額は405,970円となっている。

人件費については、法人運営費に占める割合が大きく、法人の運営のあり方に大きな影響を及ぼすことになるため、

中長期的な視野に立った人件費管理を行う必要があり、中期計画期間中の予算の年度展開を参考に、本学にて決定

された当初予算の範囲内で、総額一括管理方式により運用している。

本学が規定する職員評価の結果を基礎資料とし、職員の勤務成績等に応じて、現に受けている本給の昇給、昇格、

降格及び賞与（6月期、12月期）における支給割合の増減を行っている。

昇給については、1月1日（2号年俸制適用教員については4月1日）に在職する職員に対し、前1年間におけるその者

の勤務成績に応じて、最高8号給上位の号給に昇給させることができる。

賞与（勤勉手当）については、6月1日及び12月1日（以下「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対し、基

準日以前6か月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて、それぞれ支給割合を決定する。

昇格は、勤務成績が良好で、かつ本学が規定する必要経験年数又は必要在級年数を有している者は、上位の職務の

級に決定することができる。また、降格については、勤務成績が不良な場合は、下位の級に決定することができる。

また、平成27年1月1日から導入した新たな年俸制度の適用を受ける職員について、業績年俸の額は、前年度におけ

る勤務を対象として、その者の勤務成績の評価に基づき、学長がこれを決定することとしている。

○国立大学法人大分大学職員給与規程（以下「職員給与規程」という。）の適用を受ける職員

・給与は、基本給（本給＋本給の調整額）及び諸手当（扶養手当、管理職手当、調整手当、広域異動手当、住居

手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、特別診療手当、入試手当、免許状更新講習講師手当、分娩手

当、救急勤務医手当、新生児担当医手当、経営協議会委員手当、看護系技術職員特例手当、専門看護師等手当、

産業医手当、放射線取扱主任者手当、手術部看護業務手当、病院長補佐業務手当、看護職員等特別手当、教育

学部附属幼稚園教育職員特別手当、クロスアポイントメント手当、超過勤務手当、休日勤務手当、夜勤手当、

宿日直手当、管理職員特別勤務手当、初任給調整手当、義務教育等教員特別手当、教職調整額（相当額）、期

末手当、勤勉手当、外部資金獲得手当、競争的研究費等業績手当及び期末特別手当）とする。

・期末手当については、期末手当基礎額（本給及び扶養手当の月額並びにこれらに対する調整手当及び広域異動

手当の月額の合計額）に100分の120を乗じ、さらに基準日以前6か月以内の期間におけるその者の在職期間に

応じた割合を乗じて得た額としている。

・勤勉手当については、勤勉手当基礎額（本給の月額並びにこれに対する調整手当及び広域異動手当の月額の合

計額）に国立大学法人大分大学期末手当、勤勉手当及び期末特別手当支給細則に規定する割合を乗じて得た額

としている。

（令和4年度における主な改定内容）

国家公務員の給与水準の見直し（民間給与との較差等に基づく給与改定）に関連し、以下のとおり措置を講じた。

・実施期間：令和4年4月～

・本給表関係の措置の内容：各本給表の引上げ（平均0.3%）

・諸手当関係の措置の内容：期末手当支給率の引下げ（年間0.15月分減）

・実施期間：令和4年12月～

・諸手当関係の措置の内容：勤勉手当支給率の引上げ（年間0.05月分増）

○国立大学法人大分大学の年俸制に関する規程の適用を受ける職員

・給与は、基本給（本給＋本給の調整額）及び職員給与規程の適用を受ける職員の諸手当のうち期末手当、勤勉

手当及び期末特別手当を除いたもの。

○国立大学法人大分大学年俸制適用教員給与規程の適用を受ける職員

・平成27年1月1日から新たな年俸制として導入

・給与は、年俸（基本年俸＋業績年俸）及び職員給与規程の適用を受ける職員の諸手当のうち期末手当、勤勉手

当及び期末特別手当を除いたもの。

○国立大学法人大分大学２号年俸制適用教員給与規程の適用を受ける職員

・令和2年4月1日から新たな年俸制として導入

・給与は、年俸（基本給＋業績給（期末手当相当及び勤勉手当相当））及び職員給与規程の適用を受ける職員の
諸手当のうち期末手当、勤勉手当及び期末特別手当を除いたもの。
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２ 職員給与の支給状況

① 職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,238 41.2 5,804 4,280 54 1,524
人 歳 千円 千円 千円 千円

253 43.7 5,366 3,937 59 1,429
人 歳 千円 千円 千円 千円

286 50.4 7,949 5,782 58 2,167
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

475 35.6 5,001 3,737 47 1,264
人 歳 千円 千円 千円 千円

23 42.0 4,232 3,120 44 1,112
人 歳 千円 千円 千円 千円

19 40.4 6,804 5,054 114 1,750
人 歳 千円 千円 千円 千円

40 40.8 6,469 4,801 69 1,668
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

142 37.2 4,880 3,612 52 1,268
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

12 62.8 4,677 4,677 71 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

12 62.8 4,677 4,677 71 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

リサーチ・アドミニスト
レーター

医療職種
（病院医療技術職員）

医療職種
（病院看護師）

令和4年度の年間給与額（平均）

常勤職員

区分

技能・労務職種

教育職種
（附属高校教員）

うち賞与総額
人員

医療職種
（病院看護師）

事務・技術

教育職種
（大学教員）

うち所定内

医療職種
（病院医師）

平均年齢

教育職種
（外国人教師）

医療職種
（病院医療技術職員）

その他医療職種
（医療技術職員）

その他医療職種
（看護師）

教育職種
（附属義務教育学校教員）

再任用職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院医師）
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人 歳 千円 千円 千円 千円

66 32.1 3,153 3,153 45 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

66 32.1 3,153 3,153 45 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

注1：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注2：常勤同様の勤務時間の在外職員については、該当者がないため記載を省略した。
注3：常勤同様の勤務時間の任期付職員の区分については、すべて年俸制適用者であるため記載を省略した。
注4：「技能・労務職種」とは、調理師、自動車運転手、用務員等である。
注5：「教育職種（附属高校教員）」には、附属特別支援学校教員を含む。
注6：「教育職種(附属義務教育学校教員）」には、附属幼稚園教員を含む。
注7：常勤職員の「その他医療職種（看護師）」については該当者が２人のため、当該個人に関する情報が特定され

るおそれのあることから、区分以外は記載せず、常勤職員全体の数値からも除外している。
注8：常勤職員の「リサーチ・アドミニストレーター」については該当者が１人のため、当該個人に関する情報が特定

されるおそれのあることから、区分以外は記載せず、常勤職員全体の数値からも除外している。
注9：再任用職員の「医療職種（病院看護師）」については該当者が１人のため、「医療職種（病院医療技術職員）」

については該当者が２人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、区分以外は記載
せず、再任用職員全体の数値からも除外している。

注10：非常勤職員の「教育職種（附属義務教育学校教員）」については該当者が１人のため、当該個人に関する情
報が特定されるおそれのあることから、区分以外は記載せず、非常勤職員全体の数値からも除外している。

〔年俸制適用者〕

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

198 49.4 8,059 8,059 65 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

19 49.1 9,782 9,782 66 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

175 49.5 7,998 7,998 63 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 46.3 2,544 2,544 128 0

人 歳 千円 千円 千円 千円

54 44.4 4,324 4,324 50 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

29 43.8 2,724 2,724 53 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

25 45 6,181 6,181 45 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

注1：常勤同様の勤務時間の在外職員については、該当者がないため記載を省略した。
注2：常勤同様の勤務時間の再任用職員については、該当者がないため記載を省略した。
注3：常勤同様の勤務時間の非常勤職員については、該当者がないため記載を省略した。
注4：任期付職員の「医療職種（病院医療技術職員）」については該当者が１人のため、当該個人に関する情報が特

定されるおそれのあることから、区分以外は記載せず、任期付職員全体の数値からも除外している。

医療職種
（病院医療技術職員）

非常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院看護師）

技能・労務職種

医療職種
（病院医師）

教育職種
（附属義務教育学校教員）

区分 人員 平均年齢
令和4年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内 うち賞与

任期付職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

その他教育職種
（附属高校教員）

常勤職員

その他事務・技術

教育職種
（年俸制適用教員給与規程

適用教員）

教育職種
（2号年俸制適用教員給与規程

適用教員）

医療職種
（病院医療技術職員）
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②

注1：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下④まで同じ。

注2：年齢20～23歳の該当者は2人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給与につい

ては表示していない。

注：年齢20～23歳、24～27歳の該当者はいない。

注：年齢20～23歳の該当者は2人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給与につい

ては表示していない。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)
〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕

8



③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

部長 3 54.2 10,138

課長 14 54.5 7,478

課長補佐 19 52.9 6,463

係長 98 49.5 5,831

主任 46 44.2 5,198

係員 73 30.7 3,758

注1：部長の該当者は3人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、年間給与額の最高・最低

については表示していない。

注2：「課長」には相当職である「事務長」及び「室長」、「課長補佐」には相当職である「副課長」及び「副室長」、「係長」

には相当職である「主査」及び「専門職員」を含む。

（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

教授 97 56.6 9,536

准教授 101 49.0 7,999

講師 25 47.9 7,051

助教 57 43.4 5,496

助手 2

教務職員 4 49.8 5,338

注1：助手の該当者は2人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、平均年齢、年間給与額の

平均・最高・最低については表示していない。

注2：教務職員の該当者は４人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、年間給与額の最高・

最低については表示していない。

（医療職員（病院看護師））

平均
人 歳 千円

看護部長 1

副看護部長 4 51.5 7,043

看護師長 26 50.9 6,406

副看護師長 54 44.6 5,807

看護師 390 33.1 4,707

注1：看護部長の該当者は1人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、平均年齢、年間給与

額の平均・最高・最低については表示していない。

注2：副看護部長の該当者は4人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、年間給与額の最高・

最低については表示していない。

注3：「看護師」には相当職である「助産師」を含む。

6,978 ～ 5,963

年間給与額

（最高～最低）

千円

年間給与額

代表的
職位

分布状況を示すグループ

6,803 ～ 4,158

 6,985 ～ 4,277

 ～

 ～

代表的
職位

11,374 ～ 7,422

 9,468 ～ 6,134

 8,201 ～ 6,036

4,754 ～ 2,884

6,886 ～ 5,756

6,386 ～ 4,823

千円

平均年齢

8,863 ～ 6,335

～

（最高～最低）

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

（最高～最低）
人員分布状況を示すグループ

人員 平均年齢

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

6,188 ～ 4,003

千円

代表的
職位

～

～

6,093 ～ 3,646
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④

（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

53.6 52.5 53.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 46.4 47.5 47.0

％ ％ ％

         最高～最低 53.2～42.4 54.3～44.2 53.7～44.0

％ ％ ％

55.5 54.2 54.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 44.5 45.8 45.1

％ ％ ％

         最高～最低 47.3～40.6 48.3～42.7 47.8～42.1

（教育職員（大学教員））

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

55.2 53.5 54.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 44.8 46.5 45.7

％ ％ ％

         最高～最低 47.3～42.8 53.5～44.0 48.9～43.4

％ ％ ％

55.5 54.5 55.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 44.5 45.5 45.0

％ ％ ％

         最高～最低 53.0～35.0 53.8～41.3 49.5～39.9

（医療職員（病院看護師））

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

51.3 51.8 51.6

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 48.7 48.2 48.4

％ ％ ％

         最高～最低 56.7～42.1 54.5～45.5 55.6～44.2

％ ％ ％

55.2 53.9 54.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 44.8 46.1 45.5

％ ％ ％

         最高～最低 47.3～41.0 48.3～42.3 47.8～41.7

区分

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一般
職員

区分

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

一般
職員

管理
職員

一律支給分（期末相当）

賞与（令和4年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員
（病院看護師））

一律支給分（期末相当）

管理
職員

一律支給分（期末相当）
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３ 給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

○医療職員（病院看護師）

対国家公務員
指数の状況

（参考）対他法人   ９０．４

国に比べて給与水準が
高くなっている理由

引き続き国家公務員の給与体系に依拠し、適切な給与水準の維持に努め
る。

・年齢・学歴勘案 ７８．５

給与水準の妥当性の
検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合 】 25.1%
（国からの財政支出額 9,892百万円、支出予算の総額 39,473百万円：令
和4年度予算）（累積欠損額なし：令和3年度決算）

（法人の検証結果）
指数の状況として、年齢勘案の対国家公務員指数78.9、その他の指数も概ね
80台といずれも国家公務員の給与水準を下回るが、本学の地域性・職員構成
を勘案した給与水準として適正と考える。

・年齢・学歴勘案 ９２．７
・年齢・地域・学歴勘案 ９７．７

講ずる措置
看護職員の安定的確保のための方策を講じつつ、引き続き国家公務員の
給与体系に依拠し、適切な給与水準の維持に努める。

・年齢・地域勘案 １０１．３

・年齢・地域勘案 ８７．２

項目 内容

国に比べて給与水準が
高くなっている理由

・年齢勘案 ７８．９

・年齢勘案 ９６．１
項目 内容

給与水準の妥当性の
検証

（参考）対他法人 ９６．９

（文部科学大臣の検証結果）
法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業員の給与
等を勘案し、設定の考え方を明らかにすることが求められており、国家公務員と比べ
て給与水準が高い法人は、その合理性及び妥当性について、説明責任を果たすべ
きこととされている。（独立行政法人改革等に関する基本的な方針（平成25年12月
24日閣議決定））
当該法人は、国家公務員の給与及び民間企業の従業員の給与等を総合的に勘案
したうえで、職員の給与水準を設定しており、法人における給与水準の妥当性の検
証結果から、適切な対応が執られていると考える。引き続き、適切な給与水準の設
定に努めていただきたい。

（文部科学大臣の検証結果）
法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業員の給与
等を勘案し、設定の考え方を明らかにすることが求められており、国家公務員と比べ
て給与水準が高い法人は、その合理性及び妥当性について、説明責任を果たすべ
きこととされている。（独立行政法人改革等に関する基本的な方針（平成25年12月
24日閣議決定））
当該法人は、国家公務員の給与及び民間企業の従業員の給与等を総合的に勘案
したうえで、職員の給与水準を設定しており、法人における給与水準の妥当性の検
証結果から、適切な対応が執られていると考える。引き続き、適切な給与水準の設
定に努めていただきたい。

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合 】 25.1%
（国からの財政支出額 9,892百万円、支出予算の総額 39,473百万円：令
和4年度予算）（累積欠損額なし：令和3年度決算）

（法人の検証結果）
指数の状況として、年齢勘案の対国家公務員指数96.1、その他の指数もほぼ
国家公務員の給与水準を維持しており、本学の地域性・職員構成を勘案した
給与水準として適正と考える。

対国家公務員
指数の状況

・年齢・地域・学歴勘案   ８６．８

講ずる措置
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○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標 ８４．６

（注）上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、令和4年度の教育職員（大学

教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

４ モデル給与

５ 業績給の仕組み及び導入に関する考え方

（扶養親族がいない場合）

【事務・技術職員】

○ ２２歳（大卒初任給）

月額185,200円 年間給与2,761,053円

○ ３５歳（主任）

月額276,200円 年間給与4,594,542円

○ ５０歳（課長）

月額381,000円 年間給与6,401,984円

【教育職員（大学教員）】

○ ２５歳（修士修了初任給）

月額246,900円 年間給与3,682,509円

○ ３５歳（助教）

月額326,300円 年間給与5,414,674円

○ ５０歳（教授）

月額464,000円 年間給与7,915,560円

※扶養親族がいる場合には、扶養手当（子１人につき月額10,000円、

子以外の扶養親族１人につき月額6,500円）を支給

本学が規定する職員評価の結果を基礎資料とし、職員の勤務成績等に応じて、現に受けてい

る本給の昇給、昇格、降格及び賞与（6月期、12月期）における支給割合の増減を行っている。

昇給については、1月1日に在職する職員に対し、前1年間におけるその者の勤務成績に応じて、

最高8号給上位の号給に昇給させることができる。

賞与（勤勉手当）については、6月1日及び12月1日（以下「基準日」という。）にそれぞれ在

職する職員に対し、基準日以前6か月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて、それぞ

れ支給割合を決定する。

昇格は、勤務成績が良好で、かつ本学が規定する必要経験年数又は必要在級年数を有してい

る者は、上位の職務の級に決定することができる。

降格は、勤務成績が不良な場合は、下位の級に決定することができる。

また、平成27年1月1日から導入した新たな年俸制度の適用を受ける職員について、業績年俸

の額は、前年度における勤務を対象として、その者の勤務成績の評価に基づき、学長がこれ

を決定することとしている。
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Ⅲ 総人件費について

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

注1：「非常勤役職員等給与」においては、寄附金、受託研究費その他競争的資金等により雇用される職員に係る費用

及び人材派遣契約にかかる費用等を含んでいるため、財務諸表附属明細書「(18)役員及び教職員の給与の明細」

における非常勤の合計額と一致しない。

注2：賞与引当金の取崩額・繰入額及び退職給付引当金の繰入額を除いた支給額を計上している。

注3：最広義人件費、各内訳について千円未満切り捨てのため、最広義人件費と各内訳の合計額は必ずしも一致しな

い。

総人件費について参考となる事項

Ⅳ その他

区 分

給与、報酬等支給総額

退職手当支給額
947,362

9,424,740

2,278,980

非常勤役職員等給与
5,670,870

福利厚生費

最広義人件費
18,321,954

特になし

①「給与、報酬等支給総額」については、対前年度比1.1％の増となった。これは、国家公務

員の給与水準の見直し（民間給与との較差等に基づく給与改定）に関連し、本給月額の増額

改定の措置を実施したことや看護職員等の処遇改善のため「看護職員等特別手当」を新設し

たことなどによるものである。

また、「最広義人件費」については、対前年度比0.7％の増となった。これは、「給与、報酬

等支給総額」の増によるものである。

②「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成29年11月17日閣議決定）に基づき以

下の措置を講ずることとした。
役職員の退職手当について、国家公務員と同様の支給水準の引き下げを実施した。
・役員について講じた措置の概要：平成30年1月以降、退職手当の額の算出において、本給月
額に在職期間に応じた割合を乗じて得た額に100分の83.7を乗じて得た額とした。

・職員について講じた措置の概要：平成30年3月以降、退職手当の額の算出において、本給月

額に在職期間に応じた割合を乗じて得た額に100分の83.7を乗じて得た額とした。なお、検討

期間を設ける必要があったことから、措置の開始時期は、国家公務員に係る措置時期（平成

30年1月1日）と異なる取扱いとした。
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